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✓ 人口：16,169人（07.12.31現在）

✓ 子育て支援の充実により、若年層・子育て世帯
が増加傾向

✓ 住民同士のつながりがあり、地域コミュニティが維
持されている

✓ 既存企業＋新たな進出企業が点在し、地域の
中で共存している

暮らしの基盤がある大刀洗町
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郊外構造で“担い手”が見えにくい

✓ 町内に事業所は多い
 事業所510（法人319）

✓ しかし労働力は町外へ流出
   労働力7,963人のうち
    5,242人以上が町外へ

✓ 一方で日中は町外から流入
 町外通勤就労者 3,196人
 （人口の約5分の1規模）

流入
3,196人

流出
5,242人

大刀洗町（町内企業）

住民票では捉えにくい（日中の担い手） 02



計画の概要
-「見えにくい担い手」を地域の力に-
地域の実態から生まれた計画の全体像



現場で見えた違和感と地域と関わ

れない構造

✓ 町には企業があり、日々多くの人が働いている

✓ しかし、その人たちは、「地域の担い手」としては
捉えられていない

✓ 現場では関わっているのに、地域と関われない
人が多く存在していた

地域を支えているのに、地域と接
点を構築しにく構造
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住民票基準という制度の盲点と

関与基準の転換

✓ 行政制度は、住民票・税・世帯を基礎に設計
されている

✓ 政策の対象は、原則として
「住んでいる人」

✓ その結果、働いて関わる人（通勤者・通学者・
実習生等）は制度の外に置かれやすい

関わっていても、制度上は“いな
い”ことになる “関与基準”への転換
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「大刀洗町パートナー企業」制度

働いて関わる人に焦点を当てたまちづくり計画

地域づくり活動

対話の場

求人掲載

仕事見学・体験

ステップ１

ステップ3

ステップ 2

Step 1｜見える化
―町内企業・働く人の存在を可視化
求人掲載・情報発信を通じた接点づくり

Step 2｜相互認知
―企業見学・体験を通じて
企業と地域が“顔の見える関係”になる

Step 3｜相互理解
―少人数制の交流・対話により、共通の課題・関
心から共創が生まれる

地域づくり活動の創出
― 企業・地域が循環する「人財共創の基盤」を形成

人財共創を生み出す3つのステップ
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実装に向けた考え方
-段階実装と成果-
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Step1｜見える化

（企業・人の存在を可視化）

ステップ１

✓ 町内企業と仕事の情報を定期的に発信
✓ 求人掲載を通じて企業と地域・
    求職者の接点を創出
✓ 「関われる企業」が地域に見える状態を整備

実績
• 掲載回数：13回（2023年10月〜2024年10月）
• 掲載企業：24社
• 掲載件数：41件
• 採用実績：8名（うち6か月以上継続：2名）
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Step2｜相互認知

（見学・体験）

ステップ１

✓ 見える化をきっかけに企業見学・体験の場を創出
✓ 企業と地域、参加者が顔の見える関係を形成
✓ 「知らない企業」から「関われる存在」へ

実績
• 実施回数：4回（2024年1月〜2025年1月）
• 協力企業：12社
• 参加者：57名
• 町内雇用促進・障がい者雇用の創出にも寄与
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Step3｜相互理解

（対話の場）

ステップ１

✓ 少人数制の人財共創交流会を実施
✓ 企業・地域・関係者が

立場を越えて対話する場を設計
✓ 雇用に限らず、

地域課題と企業資源を掛け合わせた共創が
発生

実績
• 実施回数：3回（2024年3月〜2025年3月）
• 参加企業・団体：延べ11社・団体



✓ 協働や地域づくりが自然に生まれ、継続する
関係へと発展

✓ 制度開始時点で、24社の企業がパートナー
企業として登録（08.02.12現在）

企業・地域が、続けられる形で

の制度化

09“日中の地域の担い手”が
増えていく基盤の形成



計画の特徴
-現場起点・段階実装・制度化を一体で
進めた点-
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エビデンスに基づき、制度につな

がる計画を導出

✓ 労働白書
✓ 中小企業白書
✓ 総合計画・住民自治論
✓ ステークホルダー理論

制度につながる計画モデル
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計画主体
✓ 地域おこし研究員に委託し、対話・関係構築から

事業設計・実施までを一気通貫で実装
✓ 行政の信頼性（公平性・説明責任）と

現場の機動性（迅速なアクセス・伴走）を両立

✓ 研究員の調査活動を起点として、令和5年度に「大
刀洗町求人情報等掲載事業」を要綱により制度化

✓ 実証成果を第3期「大刀洗よかまち創生プロジェク
ト」へ反映

✓ 令和7年度、「大刀洗町パートナー企業」制度とし
て要綱化・実装

✓ 郊外都市型自治体に共通する課題に対応
→ 福岡県内34自治体へも展開可能なモデル

制度化・展開可能性

上：大刀洗町（意思決定・制度・ガバナンス）

下：町内企業・地域（実装・共創）

中：地域おこし研究員（中間支援・伴走）



計画・制度化のその先へ
-持続と拡張の現在地-



✓ 企業で働く人の中にも
「関わりたいが機会・きっかけがない」層が存

在
✓ 町の“関与できる受け皿”を整備し活用

町公認「たちあらい応援大使」

900名超
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現場から学術へ、学術から政策へ

✓ 大刀洗町 × 慶應義塾大学SFC研究所
「大刀洗みらい研究所」を設置

-町職員も参画し、共に学び・実証

✓ 各種学会・研究機関で研究報告
-本研究活動は日本計画行政学会九州

支部で発表



✓ 障がいのある方のアートを町内企業トラック
へデザイン

-企業で働く人が町への関心を高める契機に
-町内の障がい者の“輝ける場”の創出
-日本経済大学とも連携し、関係人口を拡張

産官学連携による“人財共創まち

づくり”の具体化
自分のアート作
品を探す障がい
のある方の姿
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各種大手メディ
アにも取り上げら
れ、発信が拡大
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本計画が示した価値

1.社会的ニーズと先見性 （i）郊外型地域における 「見えにくい担い手」への着目 
                                    （ii）人口・雇用・多様化する働き方の変化に対応

2.モデル性・発展性            （i）理論×実装×制度を接続した再現可能な計画モデル
                                       （ii） 他自治体でも応用可能な段階実装型アプローチ
 
3.実現性・社会的有効性    （i）行政直轄・小規模予算による継続可能な運営
                                       （ii）雇用・地域活動・人財育成への波及

4.参加・合意形成の工夫    （i）トップダウンではなく対話と実装を起点とした計画策定
                                       （ii）企業・地域が自発的に関わる設計

5.進行管理と評価            （i） 段階実装による無理のない進行管理
                                       （ii）実証→制度化→改善の循環

6.学習する計画                （i）成果と課題を蓄積し改善を前提とした運用
                                        （ii）変化に応じて柔軟に更新される計画

郊外型の地域振興における新しい計画づくりの一つの選択肢へ
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